
　

　

　

　

　

分 野 別 計 画 
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（１）基本目標１

人を創

ィの機能を高め、次の世代を担う人や地域を創ります。
に住む人達

のあるまちを創ります。

創
【音】ソウ

【訓】つくる、はじめる

【選定理由】

人を創る、和を創る、育

を創る、協調性を創る、

愛を創る、全てに協調す

る漢字。

16



１　人を創り、地域力を高めるまちづくり

１－１　町民との協働によるまちづくり

施策数 事業数

12 31

【指標】

H26

H27

H26

【施策】

⑴町民主権による自治の推進

⑵まちづくり活動の促進

⑶コミュニティ活動の促進

⑷地域活力の基盤となる集会室の整備

⑸広報の充実

⑹広聴の充実

⑺情報公開の推進

⑻人権を尊重したまちづくり

⑼男女共同参画社会の推進

⑽自衛隊美幌駐屯部隊の充実整備

⑾自衛隊美幌駐屯部隊における防災対応と連動した体制の確立

⑿自衛隊美幌駐屯部隊と地域住民との更なる一体感の醸成

29

30～31

32

33

23

24～25

26

27

28

施　　策　　名　　称 掲載ページ

18

19～20

21～22

300,000件 320,000件 340,000件

現　在　値 前期（H30） 中期（H34） 後期（H38）

30% 30% 30%

77% 78% 80%

町ホームページへの

アクセス件数

27%

76%

273,725件

審議会等の女性登用率

自治会加入率

指　標　名

35,519

事業費合計（千円）

（H30）
事業費合計（千円）

（H31）
事業費合計（千円）

（H32）

160,727

事業費合計（千円）

（H30～H32）

89,486 35,722
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１－１　町民との協働によるまちづくり

⑴町民主権による自治の推進

1

－

千円 千円 千円

千円

2

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円グループ名 3年間の事業費

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度

出前講座
まちづくり情報の周知

出前講座
まちづくり情報の周知

出前講座
まちづくり情報の周知

年

度

別

事

業

内

容

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　次世代の担い手である青少年及び子どもが、それぞれの年齢にふさわしい方法による町政参加の

推進を図る。住民参加型まちづくり事業

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 843

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

自治推進委員会の開催
アクションプランに沿った取組
まち育新聞の発行(２回)

自治推進委員会の開催
アクションプランに沿った取組
まち育新聞の発行(２回)

自治推進委員会の開催
アクションプランに沿った取組
まち育新聞の発行(２回)

281 281 281

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　平成２３年４月に施行した自治基本条例に基づき情報共有及び町民参加等を推進するため、自治

推進委員会を開催するとともに、「まち育新聞の発行」や「まち育出前講座」等の利用促進を図

る。

マニフェスト

まちづくり推進事業
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１－１　町民との協働によるまちづくり

⑵まちづくり活動の促進

3

－

千円 千円 千円

千円

4

－

千円 千円 千円

千円

5

－

千円 千円 千円

千円グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 6,000

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

まちづくり活動奨励事業補助金 まちづくり活動奨励事業補助金 まちづくり活動奨励事業補助金

2,000 2,000 2,000

事業№

　地域課題の解決や地域活性化のため町民や団体が自主的に企画する取り組みに補助金を交付し、

地域や町民の活性化につなげる。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

自治会連合会交通安全部会への補助 自治会連合会交通安全部会への補助 自治会連合会交通安全部会への補助

年

度

別

事

業

内

容

250 250 250

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

まちづくり活動奨励事業

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 750

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　くらし安全まちづくり条例に基づく町民の交通安全意識の啓発活動の推進を図り、地域から交通

事故や違反のない安全安心なまちづくりとする。

自治会連合会交通安全部会補助

事業

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 3,150

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

交通安全推進委員会、交通安全協会、道
交通安全指導員連絡協議会に対する補助

交通安全推進委員会、交通安全協会、道
交通安全指導員連絡協議会に対する補助

交通安全推進委員会、交通安全協会、道
交通安全指導員連絡協議会に対する補助

1,050 1,050 1,050

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　交通安全の各役割を担う団体に対して、町の助成と団体育成推進を図る。

マニフェスト

交通安全関係団体支援事業
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１－１　町民との協働によるまちづくり

⑵まちづくり活動の促進

6

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円グループ名 3年間の事業費

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 360

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

0
児童・生徒国内外研修交流事業補助金
（隔年）6名×60千円

0

0 360 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　ふるさとづくり事業推進に基づいて、次世代を担う児童・生徒を対象に広い視野を養い、まちづ

くりに資する国内外研修への支援。

マニフェスト

まちづくり活動継続支援事業
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１－１　町民との協働によるまちづくり

⑶コミュニティ活動の促進

7

－

千円 千円 千円

千円

8

－

千円 千円 千円

千円

9

－

千円 千円 千円

千円グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 195

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

自治会連合会福祉部会補助金 自治会連合会福祉部会補助金 自治会連合会福祉部会補助金

65 65 65

事業№

　自治会連合会福祉部会に補助金交付し活動を促し、地域福祉全般の向上実現を図る。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

自治会衛生部会活動補助 自治会衛生部会活動補助 自治会衛生部会活動補助

年

度

別

事

業

内

容

60 60 60

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

自治会連合会福祉部会補助事業

マニフェスト

グループ名 民生部・環境生活グループ 3年間の事業費 180

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　各自治会に衛生部会が設置され、一斉清掃やごみ分別等研修会を通じて、環境美化の指導的立場

を担っており、今後も良好な環境保全及び地域の美観を保持していくため、衛生部会の活動に補助

する。
自治会連合会衛生部会補助事業

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 18,606

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

自治会活動運営等補助金　3,802千円
自治会連合会補助金　　 　 360千円
コミュニティ備品購入　　1,025千円
テント清掃　　　　　　　  604千円
その他　　　　　　　　　  808千円

自治会活動運営等補助金　3,802千円
自治会連合会補助金　　  　360千円
コミュニティ備品購入　　　351千円
テント清掃　　　　　　 　 604千円
その他　　　　　　　　  　808千円

自治会活動運営等補助金　3,802千円
自治会連合会補助金　　 　 360千円
コミュニティ備品購入　　　508千円
テント清掃　　　　　　 　 604千円
その他　　　　　　　　 　 808千円

6,599 5,925 6,082

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　自治会連合会及び単位自治会（67地区）の育成推進や活動しやすい環境整備を図る。

マニフェスト

コミュニティ活動促進事業
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１－１　町民との協働によるまちづくり

⑶コミュニティ活動の促進

10

－

千円 千円 千円

千円

11

－

千円 千円 千円

千円

12

－

千円 千円 千円

千円グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

サポーター職員の自治会活動への参加や
自治会への利用周知

サポーター職員の自治会活動への参加や
自治会への利用周知

サポーター職員の自治会活動への参加や
自治会への利用周知

0 0 0

事業№

　自治会が抱える課題や自主的な活動に対し、町職員がパイプ役となり協力して一緒に課題解決に

取り組む。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

地域集会施設の効率的な維持管理のため
管理委託　　　2,741千円
整備補助金　　4,430千円
その他　　　　1,075千円　等を実施

地域集会施設の効率的な維持管理のため
管理委託　　　2,750千円
整備補助金　　1,000千円
その他　　　　1,020千円　等を実施

地域集会施設の効率的な維持管理のため
管理委託　　　2,750千円
整備補助金　　1,000千円
その他　　　　1,020千円　等を実施

年

度

別

事

業

内

容

8,246 4,770 4,770

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

地域サポーター利用促進事業

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 17,786

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　地域集会室を関係自治会に指定管理者として指定し、町保有の集会室を効率的に維持管理を図

る。また自治会所有の集会室を増改築・修繕する場合には補助金交付して整備促進の支援を行う。地域集会室維持管理事業

マニフェスト

グループ名 教育委員会・スポーツ振興グループ 3年間の事業費 309

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

自治会連合会体育部会助成事業
103千円

自治会連合会体育部会助成事業
103千円

自治会連合会体育部会助成事業
103千円

103 103 103

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　自治会体育部の連絡調整を図るとともに、地域体育スポーツの推進により、明るく健康な人・町

づくりを目的とする。

マニフェスト

自治会連合会体育部会補助事業
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１－１　町民との協働によるまちづくり

⑷地域活力の基盤となる集会室の整備

13

〇

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円グループ名 3年間の事業費

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 53,372

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

東町集会室建替建築　44,896千円
既存東町集会室解体除却・外構工事
　5,476千円
※上記２事業分起債　50,300千円
地域集会室一般修繕 　1,000千円

地域集会室一般修繕 　1,000千円 地域集会室一般修繕 　1,000千円

51,372 1,000 1,000

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　町所有の「地域集会室」を計画的に修繕・修理を実施して建物長寿命化を図り、地域のコミュニ

ティ活動拠点として利活用する環境を整備する。

マニフェスト

地域集会室補修等整備事業
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１－１　町民との協働によるまちづくり

⑸広報の充実

14

－

千円 千円 千円

千円

15

－

千円 千円 千円

千円

16

－

千円 千円 千円

千円グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

Facebookを活用した情報提供
新たな手法による情報提供の検討

Facebookを活用した情報提供
新たな手法による情報提供の検討

Facebookを活用した情報提供
新たな手法による情報提供の検討

0 0 0

事業№

　ＳＮＳ情報発信等、新たな情報発信手段の検討を進め必要に応じて導入する。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

町ホームページの更新
Facebookの活用
他のＳＮＳ、他の情報発信手段の検討
町ＰＲ用名刺の活用・周知、デザイン検
討
町ＰＲクリアファイルの作成
電子自治体共同運営協議会に関する事務

町ホームページの更新
Facebookの活用
他のＳＮＳ、他の情報発信手段の検討
町ＰＲ用名刺、ＰＲクリアファイルの活
用・周知
電子自治体共同運営協議会に関する事務

町ホームページの更新
Facebookの活用
他のＳＮＳ、他の情報発信手段の検討
町ＰＲ用名刺、ＰＲクリアファイルの活
用・周知
電子自治体共同運営協議会に関する事務

年

度

別

事

業

内

容

2,965 3,190 3,190

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

情報提供促進事業

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 9,345

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　平成２７年度にホームページのリニューアル実施。今後は、情報発信の内容の充実と「町ＰＲ名

刺」の活用や「町ＰＲクリアファイル」の作成など、新たな手法を検討・実施していく。広報推進事業

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 27,835

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

月１回の広報誌の発行（特集記事の充
実、見やすいレイアウトの工夫、）
広報誌のデザインやレイアウトを安定さ
せるため、プロポーザル方式による長期
継続契約により編集業務を委託。

月１回の広報誌の発行（特集記事の充
実、見やすいレイアウトの工夫、）
広報誌のデザインやレイアウトを安定さ
せるため、プロポーザル方式による長期
継続契約により編集業務を委託。

月１回の広報誌の発行（特集記事の充
実、見やすいレイアウトの工夫、）
広報誌のデザインやレイアウトを安定さ
せるため、プロポーザル方式による長期
継続契約により編集業務を委託。

9,163 9,336 9,336

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　月１回の広報誌の発行。制作業務委託業者をプロポーザルにより選定。広報誌のデザインを安定

させるため、複数年契約としている。今後もさらに読みやすいレイアウトやデザインを取り入れる

とともに、特集記事の充実などにより、広報誌を充実させ、情報提供及び情報共有の推進を図る。

マニフェスト

広報びほろ発行事業
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１－１　町民との協働によるまちづくり

⑸広報の充実

17

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円グループ名 3年間の事業費

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

「まち育」出前講座の実施
講座メニューの見直し

「まち育」出前講座の実施
講座メニューの見直し

「まち育」出前講座の実施
講座メニューの見直し

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　情報共有及び住民参加を推進するために、町政及びまちづくりに関する情報を提供するまち育出

前講座の充実・拡大を図る。

マニフェスト

まち育出前講座推進事業

25



１－１　町民との協働によるまちづくり

⑹広聴の充実

18

－

千円 千円 千円

千円

19

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円グループ名 3年間の事業費

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度

行政との懇談会をはじめ町民・団体との
広聴機会を充実

行政との懇談会をはじめ町民・団体との
広聴機会を充実

行政との懇談会をはじめ町民・団体との
広聴機会を充実

年

度

別

事

業

内

容

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　町長との「車座トーク」や「自治会連合会と行政との懇談会」、職員による「地域サポーター制

度」など広聴機会を多く提供充実して、町民と行政双方で情報交換や課題解決を図る。広聴機会充実事業

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 132

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

相談体制維持のため関係団体との調整 相談体制維持のため関係団体との調整 相談体制維持のため関係団体との調整

44 44 44

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　町民の苦情・相談窓口として関係団体と連携を図りながら対応。人権擁護委員と調停委員の共同

で対応する「悩み心配ごと相談」を毎月開催。

マニフェスト

広聴事業

26



１－１　町民との協働によるまちづくり

⑺情報公開の推進

20

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円グループ名 3年間の事業費

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 108

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

情報公開請求・個人情報開示請求・特定
個人情報開示請求への対応
情報公開・個人情報保護審査会の開催
特定個人情報評価の実施
ファイリングシステムによる行政情報の
管理及び検索性の向上
個人情報保護法、番号法に対応した、条
例の改正
適正な個人情報の管理

情報公開請求・個人情報開示請求・特定
個人情報開示請求への対応
情報公開・個人情報保護審査会の開催
特定個人情報評価の実施
ファイリングシステムによる行政情報の
管理及び検索性の向上
個人情報保護法、番号法に対応した、条
例の改正(非識別加工情報の提供制度等)
適正な個人情報の管理

情報公開請求・個人情報開示請求・特定
個人情報開示請求への対応
情報公開・個人情報保護審査会の開催
特定個人情報評価の実施
ファイリングシステムによる行政情報の
管理及び検索性の向上
個人情報保護法、番号法に対応した、条
例の改正(非識別加工情報の提供制度等)
適正な個人情報の管理

36 36 36

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　自治基本条例及び情報公開条例の規定に基づき積極的に情報を公開し、町民等との情報共有を図

り開かれた行政運営を目指すとともに、個人情報を適切に保護する。

マニフェスト

情報公開個人情報保護事業

27



１－１　町民との協働によるまちづくり

⑻人権を尊重したまちづくり

21

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円グループ名 3年間の事業費

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

人権教室の実施、各種イベントでの啓発
活動

人権教室の実施、各種イベントでの啓発
活動

人権教室の実施、各種イベントでの啓発
活動

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　各種人権啓発活動を行い、人権問題に対する正しい認識と理解を深めてもらい、人権侵害を未然

に防ぐ。

マニフェスト

人権啓発推進事業

28



１－１　町民との協働によるまちづくり

⑼男女共同参画社会の推進

22

－

千円 千円 千円

千円

23

－

千円 千円 千円

千円

24

－

千円 千円 千円

千円グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

広報及び町ホームページによる啓発
相談窓口の設置

広報及び町ホームページによる啓発
相談窓口の設置

広報及び町ホームページによる啓発
相談窓口の設置

0 0 0

事業№

　セクシュアルハラスメントや配偶者等への暴力を根絶するため啓発周知を強め、人権擁護委員及

び調停委員による「悩み心配ごと相談」や「女性のための相談窓口」を設けるなどの活動実施。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

女性登用の機会拡充 女性登用の機会拡充 女性登用の機会拡充

年

度

別

事

業

内

容

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

セクハラ・DV防止事業

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　政府の政策である第４次男女共同参画基本計画に基づき、各種委員会等への女性登用率３０％を

目指す。

各種委員会等への女性登用推進

事業

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 165

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

男女共同参画プラン推進協議会補助金 男女共同参画プラン推進協議会補助金 男女共同参画プラン推進協議会補助金

55 55 55

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　町民への男女共同参画社会の理解を深めるため、男女共同参画プラン推進協議会が中心となり研

修・講演会の開催を実施する。

マニフェスト

男女共同参画プラン推進事業

29



１－１　町民との協働によるまちづくり

⑽自衛隊美幌駐屯部隊の充実整備

25

－

千円 千円 千円

千円

26

－

千円 千円 千円

千円

27

〇

千円 千円 千円

千円グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

新たな「防衛計画の大綱」、「中期防衛
力整備計画」において、第５旅団の機動
旅団への改編が見込まれ、美幌に駐屯す
る第６普通科連隊もその対象となること
から、改編及び増員に向けて陳情・要望
を行う。
　あわせて、戦車と火砲の集約・削減が
着実に進む中で、第１０１特科大隊の存
続が不安視されていることから、火砲部
隊の充実強化についても求めていく。

新たな「防衛計画の大綱」、「中期防衛
力整備計画」において、第５旅団の機動
旅団への改編が見込まれ、美幌に駐屯す
る第６普通科連隊もその対象となること
から、改編及び増員に向けて陳情・要望
を行う。
　あわせて、戦車と火砲の集約・削減が
着実に進む中で、第１０１特科大隊の存
続が不安視されていることから、火砲部
隊の充実強化についても求めていく。

新たな「防衛計画の大綱」、「中期防衛
力整備計画」において、第５旅団の機動
旅団への改編が見込まれ、美幌に駐屯す
る第６普通科連隊もその対象となること
から、改編及び増員に向けて陳情・要望
を行う。
　あわせて、戦車と火砲の集約・削減が
着実に進む中で、第１０１特科大隊の存
続が不安視されていることから、火砲部
隊の充実強化についても求めていく。

0 0 0

事業№

　陸上自衛隊美幌駐屯地の主力部隊である「第６普通科連隊」、「第１０１特科大隊」の維持、隊

員充足率の向上及び部隊体制強化と装備の充実整備を図るための陳情、要望を行う。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

新たな「防衛計画の大綱」、「中期防衛
力整備計画」において、第５旅団の機動
旅団への改編が見込まれ、美幌駐屯部隊
もその対象となることから、美幌駐屯部
隊の体制維持と強化に向けて、陳情項目
の重点化を図り、中央陳情を複数回実施
することで、積極的な陳情・要望活動を
推進

新たな「防衛計画の大綱」、「中期防衛
力整備計画」において、第５旅団の機動
旅団への改編が見込まれ、美幌駐屯部隊
もその対象となることから、美幌駐屯部
隊の体制維持と強化に向けて、陳情項目
の重点化を図り、中央陳情を複数回実施
することで、積極的な陳情・要望活動を
推進

新たな「防衛計画の大綱」、「中期防衛
力整備計画」において、第５旅団の機動
旅団への改編が見込まれ、美幌駐屯部隊
もその対象となることから、美幌駐屯部
隊の体制維持と強化に向けて、陳情項目
の重点化を図り、中央陳情を複数回実施
することで、積極的な陳情・要望活動を
推進

年

度

別

事

業

内

容

7,197 7,197 7,197

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

自衛隊充実整備事業

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 21,591

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

  隊員削減の反対活動並びに新たな部隊・訓練施設誘致のため、防衛省、陸上幕僚監部及び関係代

議士に要請活動を実施する。駐屯地強化充実推進事業

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

新たな「防衛計画の大綱」、「中期防衛
力整備計画」において、第５旅団の機動
旅団への改編が見込まれ、美幌に駐屯す
る第６普通科連隊もその対象となること
から、改編及び増員に向けた陳情・要望
活動を重点的に実施

新たな「防衛計画の大綱」、「中期防衛
力整備計画」において、第５旅団の機動
旅団への改編が見込まれ、美幌に駐屯す
る第６普通科連隊もその対象となること
から、改編及び増員に向けた陳情・要望
活動を重点的に実施

新たな「防衛計画の大綱」、「中期防衛
力整備計画」において、第５旅団の機動
旅団への改編が見込まれ、美幌に駐屯す
る第６普通科連隊もその対象となること
から、改編及び増員に向けた陳情・要望
活動を重点的に実施

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　保養施設の誘致については実現の可能性が低いことから断念し、長距離（1,000m）の射撃訓練

施設の設置に向けた陳情・要望活動を実施する。

マニフェスト

長距離射撃訓練施設誘致事業

30



１－１　町民との協働によるまちづくり

⑽自衛隊美幌駐屯部隊の充実整備

28

〇

千円 千円 千円

千円

29

〇

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円グループ名 3年間の事業費

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度

新たな「防衛計画の大綱」、「中期防衛
力整備計画」において、第５旅団の機動
旅団への改編が見込まれ、美幌に駐屯す
る第６普通科連隊もその対象となること
から、改編及び増員に向けた陳情・要望
活動を実施

新たな「防衛計画の大綱」、「中期防衛
力整備計画」において、第５旅団の機動
旅団への改編が見込まれ、美幌に駐屯す
る第６普通科連隊もその対象となること
から、改編及び増員に向けた陳情・要望
活動を実施

新たな「防衛計画の大綱」、「中期防衛
力整備計画」において、第５旅団の機動
旅団への改編が見込まれ、美幌に駐屯す
る第６普通科連隊もその対象となること
から、改編及び増員に向けた陳情・要望
活動を実施

年

度

別

事

業

内

容

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　自衛隊充実整備事業の実施にあわせ、長距離射程訓練を実施する矢臼別演習場に約１２０kmと近

距離にある本町は、輸送時間や移動経費の面で優位にあるため、美幌駐屯地に施設隊の配置を要望

する。
新編部隊配置推進事業

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

新たな「防衛計画の大綱」、「中期防衛
力整備計画」において、第５旅団の機動
旅団への改編が見込まれ、美幌に駐屯す
る第６普通科連隊もその対象となること
から、改編及び増員に向けた陳情・要望
活動を重点的に実施

新たな「防衛計画の大綱」、「中期防衛
力整備計画」において、第５旅団の機動
旅団への改編が見込まれ、美幌に駐屯す
る第６普通科連隊もその対象となること
から、改編及び増員に向けた陳情・要望
活動を重点的に実施

新たな「防衛計画の大綱」、「中期防衛
力整備計画」において、第５旅団の機動
旅団への改編が見込まれ、美幌に駐屯す
る第６普通科連隊もその対象となること
から、改編及び増員に向けた陳情・要望
活動を重点的に実施

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　自衛隊充実整備事業の実施にあわせ、災害派遣などの任務終了後のクールダウンのため、隊員の

保養施設を兼ね備えた教育訓練施設の整備要望を行う。

マニフェスト

保養施設誘致事業

31



１－１　町民との協働によるまちづくり

⑾自衛隊美幌駐屯部隊における防災対応と連動した体制の確立

30

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円グループ名 3年間の事業費

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

自衛隊美幌駐屯部隊における防災対応と
連動した体制の確立

自衛隊美幌駐屯部隊における防災対応と
連動した体制の確立

自衛隊美幌駐屯部隊における防災対応と
連動した体制の確立

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　美幌町地域防災計画の更新時に美幌町防災会議の構成員として参画を要請し、美幌駐屯部隊にお

ける防災対応と連動した体制を確立する。

マニフェスト

自衛隊連絡体制充実整備事業

32



１－１　町民との協働によるまちづくり

⑿自衛隊美幌駐屯部隊と地域住民との更なる一体感の醸成

31

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円グループ名 3年間の事業費

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

自衛隊協力諸団体との連携 自衛隊協力諸団体との連携 自衛隊協力諸団体との連携

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　美幌駐屯部隊充実整備期成会及び美幌地方自衛隊協力会等の協力諸団体との連携を強化し、美幌

駐屯地の諸行事等の活動を支援する。

マニフェスト

自衛隊協力諸団体連携強化事業

33



１　人を創り、地域力を高めるまちづくり

１－２　持続可能な行財政システムの確立

施策数 事業数

9 22

【指標】

H26

H26

【施策】

⑴行政組織の活性化

⑵行政運営、行政サービスの効率化

⑶総合計画の管理、行政評価の推進

⑷美幌版総合戦略の着実な推進

⑸健全な財政運営の推進

⑹行政改革の推進

⑺危機管理体制の充実

⑻情報セキュリティの強化

⑼広域行政の推進

42

43

44

45

35

36～37

38

39

40～41

施　　策　　名　　称 掲載ページ

実質公債費比率 10.0% 10.6% 10.9% 11.2%

将来負担比率 1.5% 6.5% 9.5% 12.5%

指　標　名 現　在　値 前期（H30） 中期（H34） 後期（H38）

事業費合計（千円）

（H32）
事業費合計（千円）

（H30～H32）
事業費合計（千円）

（H30）
事業費合計（千円）

（H31）

3,465,659 158,510 1,250,995 2,056,154

34



１－２　持続可能な行財政システムの確立

⑴行政組織の活性化

32

－

千円 千円 千円

千円

33

－

千円 千円 千円

千円

34

－

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　課題や必要に応じ、組織の見直しを検討する。また、再任用制度を活用した人員管理を行う。

マニフェスト

組織活性化事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

組織機構や事務分掌の見直しについて検
討。
再任用　３名任用

組織機構や事務分掌の見直しについて検
討。
再任用　３名任用

組織機構や事務分掌の見直しについて検
討。
再任用　１１名任用

0 0 0

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　職員の能力向上と能力、実績を重視した人事管理の推進。人事評価推進事業

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

事業№

　「美幌町職員人材育成基本方針」に基づき職員一人ひとりが、自らの意識改革・資質向上に取り

組むため、計画的に職員研修を実施する。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

人事評価の適正な運用 人事評価の適正な運用 人事評価の適正な運用

年

度

別

事

業

内

容

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

職員研修事業

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

講師を招いての庁内研修
自治大、リーダー養成塾、北海道市町村
振興協会、市町村職員研修センター、市
町村アカデミー等への派遣研修
国、北海道、他自治体への派遣研修
職員が企画する自己啓発研修

講師を招いての庁内研修
自治大、リーダー養成塾、北海道市町村
振興協会、市町村職員研修センター、市
町村アカデミー等への派遣研修
国、北海道、他自治体への派遣研修
職員が企画する自己啓発研修

講師を招いての庁内研修
自治大、リーダー養成塾、北海道市町村
振興協会、市町村職員研修センター、市
町村アカデミー等への派遣研修
国、北海道、他自治体への派遣研修
職員が企画する自己啓発研修

4,732 5,000 5,000

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 14,732

35



１－２　持続可能な行財政システムの確立

⑵行政運営、行政サービスの効率化

35

－

千円 千円 千円

千円

36

－

千円 千円 千円

千円

37

－

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　来庁者や職員の安全を確保するとともに、効率的なサービスを提供するため、危険箇所等の改修

を行い、施設の長寿命化と環境の改善を図る。また、庁舎内等の事務機器更新及び備品購入等を計

画的に行う。

マニフェスト

庁舎整備事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

庁舎及び議事棟の老朽化対策を実施
屋根修繕
シーリング材、さび止め材の塗布
281千円
備品購入
庁舎２階複写機更新　5,756千円
（既存複写機はしゃきプラに移設）
印刷室紙折り機更新　506千円

庁舎及び議事棟の老朽化対策を実施
屋根修繕
シーリング材、さび止め材の塗布
286千円

庁舎及び議事棟の老朽化対策を実施
屋根修繕
シーリング材、さび止め材の塗布
286千円

6,543 286 286

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 7,115

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　町税の課税に必要な費用について計上する。また、固定資産税（家屋）については、平成２９年

度に導入した家屋評価システムを活用し、評価計算を正確かつ効率的に行い、既存家屋調査の充実

等により、税の公平性の確保を図る。
課税処理事務

マニフェスト

グループ名 総務部・税務グループ 3年間の事業費 1,214

事業№

　行政文書を組織的に効率的に管理するための、文書管理体制の見直し及び統一的な管理ルールの

徹底。また、住民からの開示請求に応えるための情報の適正管理を図る。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

システム保守（12ヶ月） システム保守（12ヶ月）
カスタマイズ費用（評価替え対応）
システム保守（12ヶ月）

年

度

別

事

業

内

容

400 407 407

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

公文書管理事業

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

ファイリングシステム維持管理
重要書類廃棄処理業務委託料　486千円
研修旅費等　511千円
庁用備品　251千円

ファイリングシステム維持管理
重要書類廃棄処理業務委託料　495千円
研修旅費等　515千円

ファイリングシステム維持管理
重要書類廃棄処理業務委託料　495千円
研修旅費等　515千円

1,248 1,010 1,010

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 3,268

36



１－２　持続可能な行財政システムの確立

⑵行政運営、行政サービスの効率化

38

－

千円 千円 千円

千円

39

〇

千円 千円 千円

千円

40

－

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　北海道電子自治体運営協議会（ＨＡＲＰ）のシステムを活用して、電子申請等を充実させ、町民

等の利便性の向上を図る。

マニフェスト

電子申請等システム整備事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

北海道電子自治体運営協議会の電子申請
システムを活用して、イベント・講座等
の申請・申し込みを受け付ける。
他の行政サービスの申請を充実させる。

北海道電子自治体運営協議会の電子申請
システムを活用して、イベント・講座等
の申請・申し込みを受け付ける。
他の行政サービスの申請を充実させる。

北海道電子自治体運営協議会の電子申請
システムを活用して、イベント・講座等
の申請・申し込みを受け付ける。
他の行政サービスの申請を充実させる。

0 0 0

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　昭和３５年に建設された現庁舎も建設後５６年が経過し、平成２９年度に耐震診断を実施、耐震

性無しの結果を受け、平成３３年度供用開始に向け新庁舎建設を現有敷地内において行うもの。庁舎改築等事業

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 3,083,827

事業№

　電算システム機器やプログラムの管理及び監視、メンテナンス、セキュリティ強靭化を常に行う

ことで、電算システムの安定稼働維持や住民の個人情報保護の徹底を実施するとともに、行政事務

の効率化、迅速化を図ることにより住民サービスの向上を推進する。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

新庁舎建設に関わる執務環境等の調査及
びプラン策定支援業務　0千円
（債務負担行為）
町民会議等事務経費　485千円
役場庁舎建設設計等委託料
（債務負担行為）
34,448千円

新庁舎建設に関わる執務環境等の調査及
びプラン策定支援業務　1,998千円
（債務負担行為）
役場庁舎建設設計等委託料
（債務負担行為）
66,792千円
建設工事　871,100千円
（債務負担１年目）
基金積立　200,000千円

新庁舎移転プラン策定支援業務
3,476千円

建設工事　1,618,761千円
（債務負担２年目）
備品購入費　100,000千円

基金積立　　200,000千円

年

度

別

事

業

内

容

35,594 1,125,996 1,922,237

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

電算システム管理事業

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

システムリース（7年）37,665千円
（12ヶ月）
機器保守　　　　　　 12,442千円
プログラム保守　　　 15,682千円
電算室管理　　　　　  3,888千円

システムリース（7年）37,665千円
（12ヶ月）
機器保守　　　　　　 12,672千円
プログラム保守　　　 15,972千円
電算室管理　　　　　  3,960千円

システムリース（7年）37,665千円
（12ヶ月）
機器保守　　　　　　 12,672千円
プログラム保守　　　 15,972千円
電算室管理　　　　　  3,960千円

69,677 70,269 70,269

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 210,215

37



１－２　持続可能な行財政システムの確立

⑶総合計画の管理、行政評価の推進

41

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　効率的・効果的な行政運営を行うことを目的に、「計画・実行・評価・改善」のサイクルを確立

させ、継続的に循環させていく仕組みを構築し、成果重視型の行政運営と職員の意識改革を目指

す。

マニフェスト

総合計画推進事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

総合計画実施計画進捗状況の把握
行政評価研修の実施
行政評価の実施
評価結果の公表
総合計画基本計画（中期）の検討

総合計画実施計画進捗状況の把握
行政評価研修の実施
行政評価の実施
評価結果の公表

総合計画実施計画進捗状況の把握
行政評価研修の実施
行政評価の実施
評価結果の公表

0 0 0

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費

38



１－２　持続可能な行財政システムの確立

⑷美幌版総合戦略の着実な推進

42

－

千円 千円 千円

千円

43

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　地域おこし協力隊の採用を行い、隊員による地域協力活動によって地域おこしの支援や活性化を

図り、更には隊員の定住定着を図ることで、協力隊・地域（関係諸団体等）・美幌町の三方よしの

取組を推進する。

マニフェスト

地域おこし協力隊事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

各担当との募集業務内容協議
協力隊員の活動
※隊員数：１名
隊員活動サポート（フォロー）
協力隊員の募集・選考（１名を予定）

各担当との募集業務内容協議
協力隊員の活動
※隊員数：３名
隊員活動サポート（フォロー）
協力隊員の募集・選考（２名を予定）

各担当との募集業務内容協議
協力隊員の活動
※隊員数：５名
隊員活動サポート（フォロー）
協力隊員の募集・選考（２名を予定）

5,847 13,800 21,800

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 41,447

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№ 　まち・ひと・しごと創生法に基づき、美幌町まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定し、人口減

少への対応や地方創生などを推進していくため、総合戦略に位置付けた施策の推進・改訂を行う。

　また、「美幌版総合戦略」に基づいた『まちづくり参画プロジェクト』の推進を図る。

　さらに「北海道田舎活性化協議会」の構成自治体と連携し、国の交付金を活用した事業展開につ

いて検討する。

まち・ひと・しごと創生総合戦

略推進事業

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 6,315

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度

美幌町まち・ひと・しごと創生総合戦略
の進捗管理及び見直し
美幌町まち・ひと・しごと創生推進委員
会の開催
「美幌版総合戦略」に基づいた『まちづ
くり参画プロジェクト』事業の実施
※伝道大使による１件を予定
「北海道田舎活性化協議会」構成自治体
との連携による『就業・暮らし体験事
業』などの実施検討

美幌町まち・ひと・しごと創生総合戦略
の進捗管理及び見直し
美幌町まち・ひと・しごと創生推進委員
会の開催
「美幌版総合戦略」に基づいた『まちづ
くり参画プロジェクト』事業の実施
※伝道大使以外の１件を予定
「北海道田舎活性化協議会」構成自治体
との連携による『就業・暮らし体験事
業』の実施（予定）

「北海道田舎活性化協議会」構成自治体
との連携による『就業・暮らし体験事
業』などの実施（予定）

年

度

別

事

業

内

容

1,315 3,000 2,000

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－２　持続可能な行財政システムの確立

⑸健全な財政運営の推進

44

－

千円 千円 千円

千円

45

－

千円 千円 千円

千円

46

－

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　将来にわたって持続可能な行財政基盤を確立するため、事業の優先度や緊急性を判断し、歳入の

確保と歳出の抑制を図り、収支バランスのとれた財政運営を行うとともに、自治基本条例における

「情報共有」趣旨に沿い、町民に財政状況を広く情報発信し、財政情報の共有化を図る。

マニフェスト

財政管理事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

交付税、地方債、決算等の研修及び事務
用図書購入による情報収集
財政状況の周知
全国過疎地域自立促進連盟北海道支部負
担金

交付税、地方債、決算等の研修及び事務
用図書購入による情報収集
財政状況の周知
全国過疎地域自立促進連盟北海道支部負
担金

交付税、地方債、決算等の研修及び事務
用図書購入による情報収集
財政状況の周知
全国過疎地域自立促進連盟北海道支部負
担金

1,388 1,388 1,388

グループ名 総務部・財務グループ 3年間の事業費 4,164

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№
　公用車の逐次更新を図り、円滑化な業務の推進を進める。

　経過年数により年次的に更新を行い、その際には地域新エネルギービジョン及び地球温暖化防止

実行計画に基づき低公害車、次世代自動車（ハイブリッド自動車＝ＨＶ、電気自動車＝ＥＶなど）

を導入する。

公用車購入事業

マニフェスト

グループ名 総務部・財務グループ 3年間の事業費 13,566

事業№

　財源確保の一環として、町外者を対象とするふるさと納税制度「ふるさとを思う こころが届く

美幌町ふるさと寄付金」の充実を図る。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

庁用公用車の更新
軽貨物車3台　4,072
庁用公用車：37台
低燃費車：20台
（うち次世代自動車2台）
※更新対象
H 7（3061バン）184,563㎞
H 9（8110バン）235,036㎞

庁用公用車の更新
小型乗用2台　3,510
庁用公用車：37台
低燃費車：22台
（うち次世代自動車4台）
※更新対象
H11(2850乗用) 141,759㎞
H11(2851乗用) 159,639㎞

庁用公用車の更新
ＨＶ車2台　5,984
庁用公用車：37台
低燃費車：23台
（うち次世代自動車5台）
※更新対象
H12(1058乗用) 191,965㎞
H13(8578乗用) 120,186㎞

年

度

別

事

業

内

容

4,072 3,510 5,984

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

ふるさと寄附金事業

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

町外者に向けた制度のＰＲ（新聞、雑誌
など）
特産品の送付
寄附金額増加に向けた調査・研究

町外者に向けた制度のＰＲ（新聞、雑誌
など）
特産品の送付
寄附金額増加に向けた調査・研究

町外者に向けた制度のＰＲ（新聞、雑誌
など）
特産品の送付
寄附金額増加に向けた調査・研究

26,367 25,000 25,000

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 76,367
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１－２　持続可能な行財政システムの確立

⑸健全な財政運営の推進

47

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№
　過疎地域自立促進特別措置法の一部改正による要件の見直しに伴い、平成26年4月に過疎地域の

指定を受けたことから美幌町過疎地域自立促進市町村計画（平成28年度～平成32年度）を策定し、

この法律に定められた過疎債をはじめとする財政上の優遇措置等を活用しながら、地域資源を最大

限活用して地域の自立促進を図る。

　施設整備（ハード事業）及び各種施策（ソフト事業）の見直しや事業の追加の必要性が生じた際

には、一部変更を行うなど適宜対応を行う。マニフェスト

過疎地域自立促進事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

美幌町過疎地域自立促進市町村計画の一
部変更

美幌町過疎地域自立促進市町村計画の一
部変更

美幌町過疎地域自立促進市町村計画の一
部変更

0 0 0

グループ名 総務部・財務グループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－２　持続可能な行財政システムの確立

⑹行政改革の推進

48

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　効率的、効果的な行政経営の実現に向けて、平成２８年度に策定した「美幌町行政改革大綱（第

４次）」を推進させるため「行政改革実施計画」の進捗管理を行う。

マニフェスト

行政改革推進事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

第１次行政改革実施計画の推進及び進捗
管理
行政改革推進委員会の開催
第２次行政改革実施計画の策定
満足度調査

第２次行政改革実施計画の推進及び進捗
管理
行政改革推進委員会の開催

第２次行政改革実施計画の推進及び進捗
管理
行政改革推進委員会の開催

233 168 168

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 569

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－２　持続可能な行財政システムの確立

⑺危機管理体制の充実

49

－

千円 千円 千円

千円

50

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　職員研修及び実動訓練を実施することにより、危機管理意識の向上と的確な災害対応の充実を図

る。

マニフェスト

危機管理対策事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

避難所の開設から設置にかかる職員研
修・実動訓練や避難所運営を想定した図
上訓練を行う。

避難所の開設から設置にかかる職員研
修・実動訓練や避難所運営を想定した図
上訓練を行う。

避難所の開設から設置にかかる職員研
修・実動訓練や避難所運営を想定した図
上訓練を行う。

0 0 0

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№
　現在整備されている各種マニュアルについては、より実効性のあるものへ見直し、検討を進め

る。

　新たに作成した職員災害時初動マニュアルや避難所開設マニュアルなど具体的な職員の配置体制

や
業務分担等について訓練などをとおして検証を進める。

危機管理対応マニュアル作成事

業

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度

各種マニュアルについて、随時見直しを
行いより実効性のあるマニュアル化の整
備を図る。

各種マニュアルについて、随時見直しを
行いより実効性のあるマニュアル化の整
備を図る。

各種マニュアルについて、随時見直しを
行いより実効性のあるマニュアル化の整
備を図る。

年

度

別

事

業

内

容

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－２　持続可能な行財政システムの確立

⑻情報セキュリティの強化

51

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№
　サイバー攻撃が巧妙かつ複雑化している中で、それに対応しうるセキュリティ体制の構築を進め

る。

　町電算担当職員と保守業者が連携を密にし、不正通信等のチェックを行う。

　職員の意識向上のため、研修等を行う。

マニフェスト

情報流出防止事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

職員研修の実施及び定期的な注意喚起
セキュリティ設定の強化
アクセスログの監視

職員研修の実施及び定期的な注意喚起
セキュリティ設定の強化
アクセスログの監視

職員研修の実施及び定期的な注意喚起
セキュリティ設定の強化
アクセスログの監視

0 0 0

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－２　持続可能な行財政システムの確立

⑼広域行政の推進

52

〇

千円 千円 千円

千円

53

〇

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　人口減少社会を迎え、近隣自治体と役割や機能を分担・協力、施設の相互利用など、町民生活の

機能が維持できるよう、安定的、継続的行政サービスが提供できるよう「定住自立圏構想」の研究

を行う。

マニフェスト

定住自立圏等調査研究事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

方針の決定 　 0

0 0 0

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№
　地域の活性化、広域的な課題に対する要望事項の調整や近隣市町との相互支援、連携の充実を進

める。

　また、管内市町村との連携によりオホーツクイメージの発信を推進するとともに、更に連携する

地域や業務拡大の検討を行う。

広域連携事業

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 2,860

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度

方針の策定
期成会、協議会参加
協議会事業の推進及び実施
オホーツクイメージ発信プロモーション
事業の推進

期成会、協議会参加
協議会事業の推進及び実施
オホーツクイメージ発信プロモーション
事業の推進

期成会、協議会参加
協議会事業の推進及び実施

年

度

別

事

業

内

容

1,094 1,161 605

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１　人を創り、地域力を高めるまちづくり

１－３　国際・国内交流の推進

施策数 事業数

3 4

【指標】

H26

【施策】

⑴国際交流の推進

⑵国内交流の推進

⑶移住･定住の推進

47

48

49

施　　策　　名　　称 掲載ページ

友好姉妹都市との

交流機会回数
2回 3回 4回 4回

指　標　名 現　在　値 前期（H30） 中期（H34） 後期（H38）

事業費合計（千円）

（H30～H32）
事業費合計（千円）

（H30）
事業費合計（千円）

（H31）
事業費合計（千円）

（H32）

5,908 1,894 2,007 2,007
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１－３　国際・国内交流の推進

⑴国際交流の推進

54

－

千円 千円 千円

千円

55

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　登録制によるホームステイや通訳ボランティアの方々を募り、町民とケンブリッジの方々との交

流の関わりを深め、国際交流の推進充実を図る。

マニフェスト

国際交流ボランティア登録事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

ホームステイや通訳のボランティア登録
の周知

ホームステイや通訳のボランティア登録
の周知

ホームステイや通訳のボランティア登録
の周知

0 0 0

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　友好姉妹都市ケンブリッジと交流は、毎年ケンブリッジ高校と美幌高校との短期交換留学事業を

実施し、訪問団の交流は節目の年など数年に一度程度で実施。国際交流事業

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 2,721

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度

友好姉妹都市交流事業における高校生短
期交換留学事業

友好姉妹都市交流事業における高校生短
期交換留学事業

友好姉妹都市交流事業における高校生短
期交換留学事業

年

度

別

事

業

内

容

907 907 907

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－３　国際・国内交流の推進

⑵国内交流の推進

56

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　通過型観光から滞留型観光へ移行し、交流人口を増加させることにより、観光・物産交流の推進

を図る。

マニフェスト

観光・物産交流事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

関係団体と連携し、滞留型に繋がる観光
資源について調査、検討する。

平成30年度までの検討内容を踏まえて検
証する。

平成30年度までの検討内容を踏まえて検
証する。

0 0 0

グループ名 経済部・商工観光グループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－３　国際・国内交流の推進

⑶移住･定住の推進

57

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　美幌町の人口減少が続く中、移住体験住宅「四季彩美幌」や農林漁業体験学習施設「グリーンビ

レッジ美幌」を利用した「ちょっと暮らし」体験及び定住関連施策の多面的展開により、移住・定

住の促進を図る。

マニフェスト

移住定住促進事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

移住促進協議会会議出張旅費
移住体験住宅の光熱水費等
北海道暮らしフェア出店負担金
Wi-Fi回線使用料（平成28年10月より使
用開始）

移住促進協議会会議出張旅費
移住体験住宅の光熱水費等
北海道暮らしフェア出店負担金
Wi-Fi回線使用料（平成28年10月より使
用開始）

移住促進協議会会議出張旅費
移住体験住宅の光熱水費等
北海道暮らしフェア出店負担金
Wi-Fi回線使用料（平成28年10月より使
用開始）

987 1,100 1,100

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 3,187

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１　人を創り、地域力を高めるまちづくり

１－４　地域の安全対策の充実

施策数 事業数

4 9

【指標】

H26

【施策】

⑴交通安全施設の整備

⑵交通安全活動の推進

⑶防犯対策の推進

⑷犯罪を防ぐ環境整備

51

52

53

54

施　　策　　名　　称 掲載ページ

交通事故発生件数 36件 35件 30件 25件

指　標　名 現　在　値 前期（H30） 中期（H34） 後期（H38）

事業費合計（千円）

（H30～H32）
事業費合計（千円）

（H30）
事業費合計（千円）

（H31）
事業費合計（千円）

（H32）

146,499 16,761 64,869 64,869
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１－４　地域の安全対策の充実

⑴交通安全施設の整備

58

－

千円 千円 千円

千円

59

－

千円 千円 千円

千円

60

－

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　通学路安全推進協議会で協議された対策箇所について指導・要望・交通安全施設の設置を図る。

マニフェスト

通学路等交通安全対策事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

対策箇所の改善・要望 対策箇所の改善・要望 対策箇所の改善・要望

0 0 0

グループ名 建設水道部・建設グループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　安全な道路環境を創出するため、街路照明灯、警戒標識、カーブミラー灯の交通安全施設の設置

及び道路区画線設置を実施する。交通安全施設整備事業

マニフェスト

グループ名 建設水道部・建設グループ 3年間の事業費 10,150

事業№

　滑り止め砂利箱や防雪柵を設置し、冬期間のスリップ事故や視界不良や吹きだまりを解消する。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

道路照明灯・カーブミラー等設置
　550千円
町道区画線設置 3,000千円

道路照明灯・カーブミラー等設置
　300千円
町道区画線設置 3,000千円

道路照明灯・カーブミラー等設置
　300千円
町道区画線設置 3,000千円

年

度

別

事

業

内

容

3,550 3,300 3,300

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

冬道安全対策事業

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

管理している施設の抑止効果を再度確認
し、増設、新設の必要性をあらためて検
証する。既存施設の破損等現状維持作業
を併せて行っていく。

管理している施設の抑止効果を再度確認
し、増設、新設の必要性をあらためて検
証する。既存施設の破損等現状維持作業
を併せて行っていく。

管理している施設の抑止効果を再度確認
し、増設、新設の必要性をあらためて検
証する。既存施設の破損等現状維持作業
を併せて行っていく。

0 0 0

グループ名 建設水道部・建設グループ 3年間の事業費 0
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１－４　地域の安全対策の充実

⑵交通安全活動の推進

61

－

千円 千円 千円

千円

62

－

千円 千円 千円

千円

63

－

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　交通安全を推進し、町民一人ひとりの意識高揚と、特に高齢者の交通事故防止を図る。

マニフェスト

交通安全事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

交通安全啓発活動
交通事故防止のための取り組み
交通安全指導体制の充実

交通安全啓発活動
交通事故防止のための取り組み
交通安全指導体制の充実

交通安全啓発活動
交通事故防止のための取り組み
交通安全指導体制の充実

6,697 6,325 6,325

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 19,347

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　各自治会、老人クラブや幼稚園・保育園・学校などに交通安全教室等の学習機会を提供し、特に

事故の多発する自転車運転のルールやマナーについて若年層並びに高齢者への指導、啓発を強化す

る。（一般指員の報酬）
交通安全指導啓発強化事業

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 5,385

事業№

　高齢者の免許自主返納を促進し、高齢者の交通事故を未然に防ぐ。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

子どもや高齢者等への交通安全啓発指
導、交通安全教室の開催

子どもや高齢者等への交通安全啓発指
導、交通安全教室の開催

子どもや高齢者等への交通安全啓発指
導、交通安全教室の開催

年

度

別

事

業

内

容

1,795 1,795 1,795

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

高齢者交通安全推進事業

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

高齢者等運転免許自主返納の支援
120名×20千円

高齢者等運転免許自主返納の支援
120名×20千円

高齢者等運転免許自主返納の支援
120名×20千円

2,400 2,400 2,400

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 7,200

52



１－４　地域の安全対策の充実

⑶防犯対策の推進

64

－

千円 千円 千円

千円

65

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　防犯や暴力団追放活動の推進を図り、自主的に行う各団体の活動と町が協働して取り組みを図

る。

マニフェスト

くらし安全活動推進事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

関係団体への補助金、負担金の支出
手作り出店実行委員会負担金
1,800千円
美幌防犯協会負担金　　　　 400千円
自治会防犯部会連合会補助金　69千円
暴力追放推進協議会補助金　　50千円

関係団体への補助金、負担金の支出
手作り出店実行委員会負担金
1,800千円
美幌防犯協会負担金　　　　 400千円
自治会防犯部会連合会補助金　69千円
暴力追放推進協議会補助金　　50千円

関係団体への補助金、負担金の支出
手作り出店実行委員会負担金
1,800千円
美幌防犯協会負担金 　　　　400千円
自治会防犯部会連合会補助金　69千円
暴力追放推進協議会補助金　　50千円

2,319 2,319 2,319

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 6,957

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　自治会や防犯団体と連携して防犯意識を高めた活動・啓発を行う。防犯啓発活動事業

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度

広報やチラシによる注意喚起
防犯団体と協力した啓発活動の実施

広報やチラシによる注意喚起
防犯団体と協力した啓発活動の実施

広報やチラシによる注意喚起
防犯団体と協力した啓発活動の実施

年

度

別

事

業

内

容

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－４　地域の安全対策の充実

⑷犯罪を防ぐ環境整備

66

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　防犯灯等の設置・更新をすることにより地域防犯の環境整備を図る。

マニフェスト

防犯対策事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

防犯灯・街路灯のＬＥＤ化更新工事
防犯灯・街路灯の10年間リース
（１年目）

防犯灯・街路灯の10年間リース
（２年目）

0 48,730 48,730

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 97,460

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１　人を創り、地域力を高めるまちづくり

１－５　公共交通の充実

施策数 事業数

5 11

【指標】

H26

【施策】

⑴総合的な公共交通体系の構築

⑵鉄道の充実・確保

⑶バス路線の充実

⑷乗合タクシーの利用促進

⑸女満別空港の利便性向上

56

57

58～59

60

61

施　　策　　名　　称 掲載ページ

バス利用者数

（市内循環線、美幌高校線、

　乗合タクシー）

33,968人 37,000人 37,000人 37,000人

指　標　名 現　在　値 前期（H30） 中期（H34） 後期（H38）

事業費合計（千円）

（H30～H32）
事業費合計（千円）

（H30）
事業費合計（千円）

（H31）
事業費合計（千円）

（H32）

171,473 56,353 57,560 57,560
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１－５　公共交通の充実

⑴総合的な公共交通体系の構築

67

〇

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　地域公共交通総合連携計画の見直しや地域公共交通網形成計画の策定検討により、利便性の高い

公共交通体系の実現に向けて改善を図る。

マニフェスト

地域公共交通体系構築事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

地域公共交通活性化協議会で地域公共交
通の維持確保と改善見直し等、課題の解
決策を検討する。

地域公共交通の維持確保と改善見直しを
検討し課題解決を図る

地域公共交通活性化協議会で地域公共交
通の維持確保と改善見直し等、課題の解
決策を検討する。

0 0 0

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－５　公共交通の充実

⑵鉄道の充実・確保

68

－

千円 千円 千円

千円

69

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　鉄道利用の利便性ＰＲやイベント開催等で鉄道利用者を増への工夫を努め、地域観光や産業との

関わりを深めながら利用促進に努める。

マニフェスト

鉄道利用促進事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

関係自治体・機関（オホーツク圏活性化
期成会石北本線部会等）における協議検
討

関係自治体・機関（オホーツク圏活性化
期成会石北本線部会等）における協議検
討

関係自治体・機関（オホーツク圏活性化
期成会石北本線部会等）における協議検
討

0 0 0

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　ＪＲ石北本線の路線維持と利用促進や利便性向上に向け沿線自治体と情報交換や協議を行い、必

要に応じ関係機関等への要望活動を実施する。鉄道輸送体制充実事業

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度

オホーツク活性化期成会等による要望活
動

オホーツク活性化期成会等による要望活
動

オホーツク活性化期成会等による要望活
動

年

度

別

事

業

内

容

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－５　公共交通の充実

⑶バス路線の充実

70

－

千円 千円 千円

千円

71

〇

千円 千円 千円

千円

72

－

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　民間施設を借りた美幌駅前バスターミナルとして、バス利用者等の利便を図る。

マニフェスト

駅前バスターミナル維持管理事

業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

美幌駅前バスターミナルの施設を借り上
げ管理し、バス利用者の利便性を高め
る。

美幌駅前バスターミナルの施設を借り上
げ管理し、バス利用者の利便性を高め
る。

美幌駅前バスターミナルの施設を借り上
げ管理し、バス利用者の利便性を高め
る。

908 930 930

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 2,768

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　路線バスや乗合タクシーに対する赤字補てん補助により路線維持を確保する。公共交通維持確保改善事業

マニフェスト

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 83,815

事業№

　混乗スクールバス及び多目的バスの運行を維持確保するとともに、安全なバスの運行に努めるた

め老朽化したバスの計画的な更新整備を図る。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

地域公共交通活性化協議会を開催して、
地域実態や要望に応えたバス利用の利便
性向上や改善見直しを図る

北見バス　　　9,133千円
網走バス　　　6,470千円
阿寒バス　　 10,943千円
北交ハイヤー　1,269千円

地域公共交通活性化協議会を開催して、
地域実態や要望に応えたバス利用の利便
性向上や改善見直しを図る

北見バス　　　9,200千円
網走バス　　　6,500千円
阿寒バス　　 11,000千円
北交ハイヤー　1,300千円

地域公共交通活性化協議会を開催して、
地域実態や要望に応えたバス利用の利便
性向上や改善見直しを図る

北見バス　　　9,200千円
網走バス　　　6,500千円
阿寒バス　　 11,000千円
北交ハイヤー　1,300千円

年

度

別

事

業

内

容

27,815 28,000 28,000

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

多目的バス等更新整備事業

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

0 0 0

0 0 0

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

58



１－５　公共交通の充実

⑶バス路線の充実

73

〇

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　町の混乗スクールバスの空き時間を活用して「多目的バス」を町事業や要綱に定めた町民団体の

事業活動に運行使用する。

マニフェスト

生活バス路線運行事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

混乗スクールバス及び多目的バスの運行

混乗スクールバス運行委託料
17,591千円
多目的バス運行委託料　9,309千円
バス修繕料等　　　　　　500千円

契約更新年：長期継続３年契約

混乗スクールバス及び多目的バスの運行

混乗スクールバス運行委託料
18,400千円
多目的バス運行委託料　9,000千円
バス修繕料等　　　　　1,000千円

混乗スクールバス及び多目的バスの運行

混乗スクールバス運行委託料
18,400千円
多目的バス運行委託料　9,000千円
バス修繕料等　　　　　1,000千円

27,400 28,400 28,400

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 84,200

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費

59



１－５　公共交通の充実

⑷乗合タクシーの利用促進

74

〇

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　乗合タクシーの利用料金や利用しやすい運行経路や乗降場所を改善しながら利便性向上と利用促

進を図る。

マニフェスト

乗合タクシー利用促進事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用者の利便性と利用増に向けた取り組
み

利用者の利便性と利用増に向けた取り組
み

利用者の利便性と利用増に向けた取り組
み

0 0 0

グループ名 総務部・まちづくりグループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費

60



１－５　公共交通の充実

⑸女満別空港の利便性向上

75

－

千円 千円 千円

千円

76

－

千円 千円 千円

千円

77

－

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　「女満別空港整備・利用促進協議会」において構成自治体と協力し、航空路線の拡充や運賃是正

などの要望を行う。

マニフェスト

女満別空港利用促進事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

「女満別空港整備・利用促進協議会」に
おいて、要望活動を行う。
女満別空港整備・利用促進協議会負担金

「女満別空港整備・利用促進協議会」に
おいて、要望活動を行う。
女満別空港整備・利用促進協議会負担金

「女満別空港整備・利用促進協議会」に
おいて、要望活動を行う。
女満別空港整備・利用促進協議会負担金

200 200 200

グループ名 経済部・商工観光グループ 3年間の事業費 600

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　女満別空港までの２次交通の検討する。
女満別空港アクセス充実整備事

業

マニフェスト

グループ名 経済部・商工観光グループ 3年間の事業費 0

事業№

　「女満別空港国際チャーター便誘致協議会」において拡大要請を行う。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

女満別空港利用者の状況把握を行い、ど
のようなアクセス手段が必要かを検討す
る。

平成30年度までの検討内容を踏まえて検
証する。

平成30年度までの検討内容を踏まえて検
証する。

年

度

別

事

業

内

容

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

国際チャーター便拡大要請事業

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

「女満別空港国際チャーター便誘致協議
会」において拡大要請を行う。
国際チャーター便誘致協議会負担金

「女満別空港国際チャーター便誘致協議
会」において拡大要請を行う。
国際チャーター便誘致協議会負担金

「女満別空港国際チャーター便誘致協議
会」において拡大要請を行う。
国際チャーター便誘致協議会負担金

30 30 30

グループ名 経済部・商工観光グループ 3年間の事業費 90
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１　人を創り、地域力を高めるまちづくり

１－６　地域の情報化の推進

施策数 事業数

2 4

【指標】

H25

【施策】

⑴情報化の基盤整備

⑵情報通信の活用推進

施　　策　　名　　称 掲載ページ

63

64

オンライン申請・届出件数 12,602件 13,000件 13,500件 14,000件

指　標　名 現　在　値 前期（H30） 中期（H34） 後期（H38）

事業費合計（千円）

（H30～H32）
事業費合計（千円）

（H30）
事業費合計（千円）

（H31）
事業費合計（千円）

（H32）

62



１－６　地域の情報化の推進

⑴情報化の基盤整備

78

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　民間事業者と協力し、光ファイバー網の整備を進める。

マニフェスト

光ファイバー整備促進事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

光ファイバー対象地域拡大にむけて民間
事業者と協議
町民に対する導入希望などのアンケート
実施
近隣市町村の状況把握
エリア放送との併用など、他の手法の検
討

光ファイバー対象地域拡大にむけて民間
事業者と協議
町民に対する導入希望などのアンケート
実施
近隣市町村の状況把握
エリア放送との併用など、他の手法の検
討

光ファイバー対象地域拡大にむけて民間
事業者と協議
町民に対する導入希望などのアンケート
実施
近隣市町村の状況把握
エリア放送との併用など、他の手法の検
討

0 0 0

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－６　地域の情報化の推進

⑵情報通信の活用推進

79

－

千円 千円 千円

千円

80

－

千円 千円 千円

千円

81

－

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　北海道電子自治体運営協議会（ＨＡＲＰ）の電子申請システム等を活用することにより、町民等

の利便性の向上を図る。

マニフェスト

高度情報処理システム推進事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

イベント・講座・特定健診等の申し込み
や申請に電子申請を活用する

イベント・講座・特定健診等の申し込み
や申請に電子申請を活用する

イベント・講座・特定健診等の申し込み
や申請に電子申請を活用する

0 0 0

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　ＳＮＳを活用して、災害情報や催し、まちの話題などの情報を提供することにより情報発信手段

の充実を図るとともに、他の手法による情報発信も検討する。情報発信力強化事業

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

事業№

　公共施設のWi-Fi環境の充実を図る。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

Facebookによる情報発信をするととも
に、LINEやTwitterなど他のＳＮＳにつ
いても検討する。

Facebookによる情報発信をするととも
に、LINEやTwitterなど他のＳＮＳにつ
いても検討する。

Facebookによる情報発信をするととも
に、LINEやTwitterなど他のＳＮＳにつ
いても検討する。

年

度

別

事

業

内

容

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

公衆無線LAN充実整備事業

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

Wi-Fi環境整備方法の具体化を進める Wi-Fi環境整備方法の具体化を進める Wi-Fi環境整備方法の具体化を進める

0 0 0

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0
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１　人を創り、地域力を高めるまちづくり

１－７　防災体制の強化

施策数 事業数

2 9

【指標】

H2７

H2７

【施策】

⑴防災体制の充実、強化

⑵自助的活動の促進 69

自主防災組織の結成率 61% 70% 85% 100%

防災資機材備蓄率 92% 100% 100% 100%

施　　策　　名　　称 掲載ページ

66～68

指　標　名 現　在　値 前期（H30） 中期（H34） 後期（H38）

事業費合計（千円）

（H30～H32）
事業費合計（千円）

（H30）
事業費合計（千円）

（H31）
事業費合計（千円）

（H32）

233,929 20,474 6,961 206,494
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１－７　防災体制の強化

⑴防災体制の充実、強化

82

－

千円 千円 千円

千円

83

－

千円 千円 千円

千円

84

〇

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　武力攻撃事態等において武力攻撃から町民の生命、身体及び財産を保護し、並びに武力攻撃の町

民生活等に及ぼす影響が最小となるようにするための地方公共団体の責務を的確かつ迅速に実施す

るため。

マニフェスト

国民保護対策活動推進事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

　武力攻撃事態等における国民保護のた
めの措置に関する法律の改定等に基づ
き、美幌町国民保護計画の見直しを図
る。
　また、武力攻撃事態等から町民の生命
等を保護するため、様々な情報伝達手段
をすすめ被害の最小化を図る。

　武力攻撃事態等における国民保護のた
めの措置に関する法律の改定等に基づ
き、美幌町国民保護計画の見直しを図
る。
　また、武力攻撃事態等から町民の生命
等を保護するため、様々な情報伝達手段
をすすめ被害の最小化を図る。

　武力攻撃事態等における国民保護のた
めの措置に関する法律の改定等に基づ
き、美幌町国民保護計画の見直しを図
る。
　また、武力攻撃事態等から町民の生命
等を保護するため、様々な情報伝達手段
をすすめ被害の最小化を図る。

14 0 0

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 14

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　美幌町の地域に関わる防災に関し、災害予防を実施するにあたり、防災対策の総合的な運営を図

るため、これまでの災害での課題や教訓を踏まえ、地域特性等を考慮した美幌町地域防災計画の見

直し及び本計画に基づく防災体制の整備・充実を図る。
防災対策事業

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 18,411

事業№ 　地震、大雨などの災害に備え、現在保有している防災資機材では十分と言えないことから地域防

災計画及び災害時備蓄計画を基に計画的に整備する。また、災害対応時の二次災害を防ぐため避難

誘導等に従事する職員の保護具や安全用具を整備する。

　更に、町民の防災意識の向上を目的に実施している非常用持出品の配布について、平成３０年４

月以降は、新転入者に対しても配布することとし、今後も継続した普及・啓発を推進する。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

継続事業　4,623千円
　防災会議の開催、防災資機材点検、
  避難所常設用消耗品、
　防災無線・あんしんねっと保守、
　AEDリース、防災士の養成等
新規事業　3,424千円
　全国瞬時警報システム更新
　2,430千円（受信機設置委託）
　防災ＷＥＢマップ作製委託　994千円

継続事業　5,121千円
　防災会議の開催、防災資機材点検、
　避難所常設用消耗品、
　防災無線・あんしんねっと保守、
　AEDリース、防災士の養成等

新規事業　200千円
　全国瞬時警報システム保守　200千円

継続事業　5,043千円
　防災会議の開催、防災資機材点検、
　避難所常設用消耗品、
　防災無線・あんしんねっと保守、
　AEDリース、防災士の養成等

年

度

別

事

業

内

容

8,047 5,321 5,043

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

防災物資等整備事業

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

非常用持出品　　　 500個　1,600千円
福祉避難所用備蓄品　 1式　1,329千円
指定避難所用備蓄品　 1式　8,552千円
(新町民会館・びほーる　 　7,952千円)
(各小中学校　　　　　　　　 600千円)
防災資機材保管用倉庫　 2台　832千円

非常用持出品　　　500個　1,540千円 非常用持出品　　　500個　1,540千円

12,313 1,540 1,540

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 15,393
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１－７　防災体制の強化

⑴防災体制の充実、強化

85

〇

千円 千円 千円

千円

86

－

千円 千円 千円

千円

87

－

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　美幌町自治会連合会や単位自治会などの地域及び自衛隊や警察などの各関係機関と連携した避難

行動訓練や図上訓練を実施する。

マニフェスト

防災訓練事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

自衛隊、消防、警察などの関係機関や自
治会との連携のもと、避難行動訓練や避
難所運営を想定した図上訓練を行う。

訓練用消耗品・食糧費等　100千円

自衛隊、消防、警察などの関係機関や自
治会との連携のもと、避難行動訓練や避
難所運営を想定した図上訓練を行う。

訓練用消耗品・食糧費等　100千円

自衛隊、消防、警察などの関係機関や自
治会との連携のもと、避難行動訓練や避
難所運営を想定した図上訓練を行う。

訓練用消耗品・食糧費等　100千円

100 100 100

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 300

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№
　現在使用しているアナログ式の防災行政無線の電波が、平成34年11月末をもって規格不適合とな

ることから、デジタル防災行政無線へ移行する必要がある。

　本町の移動系防災行政無線更新整備（デジタル化）の充実・拡張等を目的とした整備事業を行う

ものである。

防災行政無線デジタル化整備事

業

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 199,811

事業№

　防災協定締結による、災害時における体制強化を図る。

　また、警察や消防署、自衛隊などの関係機関との連携を図る。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

電波調査、基本設計、実施設計 基本設計、実施設計

整備事業
　基地局設備　　　　1式　74,743千円
　移動局設備(45局） 1式　30,083千円
　中継局設備　　　　1式　46,820千円
　諸経費　　　　　　1式　30,000千円
　消費税(10%)　　　　　 18,165千円

年

度

別

事

業

内

容

0 0 199,811

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

防災協定推進事業

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

連携できる企業等の情報を収集する。
関係機関との情報共有等、連携を強化す
る。

連携できる企業等の情報を収集する。
関係機関との情報共有等、連携を強化す
る。

連携できる企業等の情報を収集する。
関係機関との情報共有等、連携を強化す
る。

0 0 0

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0
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１－７　防災体制の強化

⑴防災体制の充実、強化

88

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　自力で安全な場所に避難することが困難な災害時避難行動要支援者などへの対応。

マニフェスト

災害時避難者支援体制強化事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

避難行動要支援者名簿の作成し、避難支
援関係者への提供し、災害時における避
難者支援体制の強化を図る。

避難行動要支援者名簿の作成し、避難支
援関係者への提供し、災害時における避
難者支援体制の強化を図る。

避難行動要支援者名簿の作成し、避難支
援関係者への提供し、災害時における避
難者支援体制の強化を図る。

0 0 0

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－７　防災体制の強化

⑵自助的活動の促進

89

－

千円 千円 千円

千円

90

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　自主防災の中心となる防災リーダーを全町的に養成し、防災意識の高揚に努める。

マニフェスト

防災リーダー養成事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

防災リーダー研修会（北地区）
防災リーダー研修会（東地区）
防災リーダー養成研修会（新規取得）

防災リーダー研修会（南地区）

0 0 0

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　平成１３年度から、美幌町自治会連合会において自主防災組織の設立が取り組まれ、市街地自治

会を中心に４１の自治会で自主防災会が設立された。設立された自主防災会の機能充実を図るた

め、自主防災資機材等購入の補助を行い、日頃の防災意識の向上と地域住民への啓発活動を行う。
自主防災活動推進事業

マニフェスト

グループ名 総務部・総務グループ 3年間の事業費 0

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度

自主防災組織未設立自治会への文書によ
る呼びかけ
自主防災資機材等購入補助金

自主防災組織未設立自治会への文書によ
る呼びかけ
自主防災資機材等購入補助金

自主防災組織未設立自治会への文書によ
る呼びかけ
自主防災資機材等購入補助金

年

度

別

事

業

内

容

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１　人を創り、地域力を高めるまちづくり

１－８　消防・救急体制の強化

施策数 事業数

6 14

【指標】

H26

H26

【施策】

⑴常備消防体制の充実

⑵火災予防広報活動の推進

⑶消防団の充実

⑷救急体制の強化

⑸救命に関する技術や知識の普及

⑹消防施設の整備

事業費合計（千円）

（H30～H32）
事業費合計（千円）

（H30）
事業費合計（千円）

（H31）
事業費合計（千円）

（H32）

1,435,988 129,205 1,172,506 134,277

指　標　名 現　在　値 前期（H30） 中期（H34） 後期（H38）

救命に関する講習会の修了者数

(年間受講者数。更新含む)
365人 300人 300人 300人

住宅用火災警報器設置率 81.57% 85% 90% 95%

76

77

78

施　　策　　名　　称 掲載ページ

71～72

73

74～75

70



１－８　消防・救急体制の強化

⑴常備消防体制の充実

91

－

千円 千円 千円

千円

92

－

千円 千円 千円

千円

93

－

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　災害発生時において情報収集等に有効な無人小型機の整備及び、安全・的確な救助活動を行うた

め、車載資機材等の破損による修繕状況・経年劣化を考慮し、計画的に更新整備を図る。

マニフェスト

救助資機材更新整備事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

三連梯子（チタン製）更新整備１脚
                  1,782千円
架台艤装            173千円

0 0

1,955 0 0

グループ名 広域事務組合・消防本部グループ 3年間の事業費 1,955

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　火災をはじめ各消防活動を的確に行うため、その目的に合わせた消防車両を保有している。

　使用年数及び老朽化による機能低下を判断基準に車両の更新計画を策定しており、機械的な不備

によって消防活動に支障をきたさないよう更新整備を図る。
消防ポンプ自動車等整備事業

マニフェスト

グループ名 広域事務組合・消防本部グループ 3年間の事業費 91,638

事業№

　迅速・安全な災害活動を行うため、消防車両及び資機材等の維持管理は重要であり、破損による

修繕状況・経年劣化を考慮し、計画的に更新整備を図る。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

大型水槽車更新整備　69,733千円
（地方債100％）
（緊急防災・減災事業債 65,400千円
一般財源　4,333千円)

災害対応多目的車(5年リース)1,750千円
資機材搬送車2ｔトラック整備
8,489千円
救助用スノーモービル２台　4,330千円

災害対応多目的車(5年リース)1,386千円
広報１更新整備　3,044千円
広報２更新整備　2,906千円

年

度

別

事

業

内

容

69,733 14,569 7,336

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

車両等資機材維持管理事業

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

0 0 0

0 0 0

グループ名 広域事務組合・消防本部グループ 3年間の事業費 0
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１－８　消防・救急体制の強化

⑴常備消防体制の充実

94

－

千円 千円 千円

千円

95

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　暴雨や厳寒期の救急活動から救急隊員の身の安全を確保するための被服類や、災害時の消防隊侵

入困難箇所での初動活動、情報収集、捜索、救助活動に必要な安全装備品の整備を図る。

マニフェスト

消防職員安全装備品整備事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

救急活動用防寒衣（上下）1,468千円

職員安全装備品整備　      140千円
　災害活動用ヘッドランプ

冬期安全装備品整備　　　1,346千円
　防寒ジャケット等

職員安全装備品整備　      318千円
　災害活動用ゴーグル

0

1,608 1,664 0

グループ名 広域事務組合・消防本部グループ 3年間の事業費 3,272

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№
　システム化・デジタル化を図った通信指令施設は、１１９番通報の受付から災害終結まで一連の

指令業務において高い機動力を発揮しているが、２４時間稼働継続しなければならないことから、

経年による機能劣化の進行が想定され、状況によってはシステムダウンが危惧される。施設の一括

保守及び構成機器の抜本的な更新整備による維持管理を行い、安定した指令業務を遂行する。

通信指令施設保守管理事業

マニフェスト

グループ名 広域事務組合・消防本部グループ 3年間の事業費 38,490

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度

通信指令・デジタル無線施設保守管理委
託　　9,720千円
無停電電源装置蓄電池交換(指令施設）
292千円

 計　10,012千円
＊構成町負担割：50%
　美幌町負担　5,006千円
　津別町負担　5,006千円

通信指令・デジタル無線施設保守管理委
託　9,900千円
ネットワーク機器(L3SW）交換
　　5,132千円　　　　　等

計　18,217千円
＊構成町負担割：50％
　美幌町負担　9,109千円
　津別町負担　9,108千円

通信指令・デジタル無線施設保守管理委
託　　　9,900千円
携帯無線機バッテリー交換（11台）
361千円

　計　10,261千円
＊構成町負担割：50％
　　美幌町負担　5,130千円
　　津別町負担　5,131千円

年

度

別

事

業

内

容

10,012 18,217 10,261

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－８　消防・救急体制の強化

⑵火災予防広報活動の推進

96

－

千円 千円 千円

千円

97

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　焼死事故の対策として、全ての住宅に住宅用火災警報器の設置が義務化されたことにより、夜間

の逃げ遅れの焼死事故の絶無を目指し、全戸設置を目標に設置促進を図り、電池切れの対応などの

維持管理も呼び掛ける。

マニフェスト

住宅用火災警報器設置促進事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

火災予防運動等諸行事にチラシの配布
（4､10､12月）
町内広報誌及び組合ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載（随
時）
自衛消防訓練（避難訓練）及び防火教室
時に広報（随時）

目標：設置率　９５%

火災予防運動等諸行事にチラシの配布
（4､10､12月）
町内広報誌及び組合ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載（随
時）
自衛消防訓練（避難訓練）及び防火教室
時に広報（随時）

目標：設置率　９５%

火災予防運動等諸行事にチラシの配布
（4､10､12月）
町内広報誌及び組合ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載（随
時）
自衛消防訓練（避難訓練）及び防火教室
時に広報（随時）

目標：設置率　９５%

0 0 0

グループ名 広域事務組合・消防本部グループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　消防外郭団体等との連携強化による予防啓蒙活動の充実、更には、自治会自主防災リーダーとの

連携による事業所リーダー等の中核的防災指導者の育成強化を図る。消防外郭団体等連携強化事業

マニフェスト

グループ名 広域事務組合・消防本部グループ 3年間の事業費 0

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度

火災予防運動(4､10月)
消防チビッ子大会(4月)
危険物安全週間(6月)
歳末火災防止特別警戒運動(12月)
自主防災会訓練指導(随時)
研修会・講習会(9､10､11月)

火災予防運動(4､10月)
消防チビッ子大会(4月)
危険物安全週間(6月)
歳末火災防止特別警戒運動(12月)
自主防災会訓練指導(随時)
研修会・講習会(9､10､11月)

火災予防運動(4､10月)
消防チビッ子大会(4月)
危険物安全週間(6月)
歳末火災防止特別警戒運動(12月)
自主防災会訓練指導(随時)
研修会・講習会(9､10､11月)

年

度

別

事

業

内

容

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－８　消防・救急体制の強化

⑶消防団の充実

98

－

千円 千円 千円

千円

99

－

千円 千円 千円

千円

100

－

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　北海道及び北海道消防協会主催の消防操法訓練大会に参加することで、消防団員の士気高揚を図

る。

マニフェスト

北海道消防操法訓練大会参加事

業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

北海道消防操法訓練大会参加　3,137千
円

0 0

3,137 0 0

グループ名 広域事務組合・消防本部グループ 3年間の事業費 3,137

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　条例定数に基づく消防団員を確保し、地域防災体制の充実強化を図る。消防団員確保事業

マニフェスト

グループ名 広域事務組合・消防本部グループ 3年間の事業費 0

事業№

　オホーツク地方支部北見分会の１市４町の消防団（８消防団）が開催地輪番で行う合同演習。

平成30年度 平成31年度 平成32年度

消防団員雇用事業所との連携強化
災害活動、地域活動及び団員募集等のＰ
Ｒ

消防団員雇用事業所との連携強化
災害活動、地域活動及び団員募集等のＰ
Ｒ

消防団員雇用事業所との連携強化
災害活動、地域活動及び団員募集等のＰ
Ｒ

年

度

別

事

業

内

容

0 0 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

北見分会連合消防演習事業費

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

0 0 0

0 0 0

グループ名 広域事務組合・消防本部グループ 3年間の事業費 0
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１－８　消防・救急体制の強化

⑶消防団の充実

101

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　「消防団の装備の基準」及び「消防団の服制基準」改正に伴い、消防団員の安全装備品を整備

し、現場活動での安全確保の強化を図る。

マニフェスト

消防団員装備品整備事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

0
救助用半長靴　1,045千円
男性団員　95足

0

0 1,045 0

グループ名 広域事務組合・消防本部グループ 3年間の事業費 1,045

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－８　消防・救急体制の強化

⑷救急体制の強化

102

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　高規格救急自動車及び高度救命処置用資機材を経年等の機能低下により活動障害を来さないよ

う、更新基準等に基づいて整備を図る。

マニフェスト

救急車両・資機材更新整備事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

0 0

救急２更新整備　32,000千円
（地方債・100％）（緊急防災・減災事
業債　32,000千円）

0 0 32,000

グループ名 広域事務組合・消防本部グループ 3年間の事業費 32,000

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－８　消防・救急体制の強化

⑸救命に関する技術や知識の普及

103

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　応急手当等講習会の実施により、救急救命の啓蒙及び救命率の向上を図る。

マニフェスト

救命講習等普及推進事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

救命入門コース、分割講習及びＷＥＢ講
習普及啓発のＰＲ
中学校、高等学校等を対象とした救命講
習の実施

救命入門コース、分割講習及びＷＥＢ講
習普及啓発のＰＲ
中学校、高等学校等を対象とした救命講
習の実施

救命入門コース、分割講習及びＷＥＢ講
習普及啓発のＰＲ
中学校、高等学校等を対象とした救命講
習の実施

0 0 0

グループ名 広域事務組合・消防本部グループ 3年間の事業費 0

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費
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１－８　消防・救急体制の強化

⑹消防施設の整備

104

－

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

千円

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

　消防庁舎耐震診断の結果を踏まえ、高い耐震能力を備えた消防庁舎に改築工事を行う。

マニフェスト

消防庁舎改築工事事業

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

消防庁舎改築基本設計・実施設計業務委
託料　26,982千円
上水道布設替工事負担金
5,778千円
下水道布設替工事負担金
10,000千円

消防庁舎改築基本設計・実施設計業務委
託料　63,708千円
消防庁舎事務所棟建設工事（1期工事）
1,035,195千円
庁舎備品工事　　　　　15,000千円
通信指令施設移設工事　22,000千円
建築確認申請手数料　　 1,108千円

消防庁舎車庫棟建設工事（2期工事）
旧庁舎解体工事　　52,140千円
工事監理費　　　　32,540千円

42,760 1,137,011 84,680

グループ名 広域事務組合・消防本部グループ 3年間の事業費 1,264,451

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

事業№

マニフェスト

グループ名 3年間の事業費

事業№

平成30年度 平成31年度 平成32年度
年

度

別

事

業

内

容

事　　業　　名 事　　　業　　　概　　　要

マニフェスト

年

度

別

事

業

内

容

平成30年度 平成31年度 平成32年度

グループ名 3年間の事業費

78


